
教師不足の解消に向けた
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都道府県・指定都市教育委員会教育長会議 盛山文部科学大臣発言抜粋
令和６年１月23日

〇 優れた教師人材を安定的に確保していくためには、教師を取り巻く環境整備を通じて学校現場を魅力的なものと
することが重要であるが、同時に、直面している教師不足に対応して、緊急・臨時的な教師需要に応えるために
教師のなり手確保の取組を強化することが必要。

〇 数年後には採用倍率が改善して、教師不足も解消に向かうだろうという楽観的な意見も耳にするが、子供たちは
学校でこの一年の間にも成長し、進級・進学する。子供にとってはかけがいのない一年であり、きめ細かで質の高い
教育を行うための十分な指導体制を整えるのは私たち大人の責任。未来を創るのは今の子供たちであり、その
子供たちの今この時の教育環境が疎かになっている地域、ひいては国には明るい未来は見えこない。

〇 教師人材の採用・配置は、教師の任命権者である教育委員会の権限と責任に基づいて行っていただくが、現在の
教師不足の状況と対応強化の必要性に鑑みて、文部科学省では、教師の仕事の価値・やりがいの発信、新た
な教師人材の発掘、入職前の研修などに使える補助予算を確保。既に、教職の魅力を発信するイベントや、現
職でない免許保有者向けの研修などに取り組んでいる自治体もあり、そうした取組の拡大にも是非使っていただき、
大学や経済界とも連携しつつ教師人材の確保の取組を強化いただきたい。

〇 このような取組によって、多様な人材の学校現場への獲得を進めることは、学校での学習を実際の社会課題と結び
付けて、教科の壁を超えて探求的に学び進めていく、新しい時代に不可欠な教育を子供たちに提供するために必
要な教職員体制を備えることにもなる。特別免許状の活用と併せて、民間企業等から任期付きでの学校現場派
遣を実施することも考えられる。

〇 こうしたことを踏まえ、文部科学省として、各教育委員会が今後、教師不足の解消に向けて具体的にどのような
見通しを持って、どのように取り組む計画なのか把握したいと考えている。
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教師不足への対応強化について



○Ｒ３年度始業日時点での教師不足：2,558人（5月１日時点：2,065人）
Ｒ４年度採用選考の倍率：全校種の総計で3.7倍、小学校の採用倍率が2.5倍（過去最低）。

○大量退職・大量採用等を背景とした、産育休取得教員の増加や、想定を上回る特別支援学級の増加に対応するための臨時講師の需要が拡大する一方、正規採用数の増加
等により臨時講師の供給が減少 【公立小中の産育休取得者H24：15,067人⇒R4：23,540人 特別支援学級の数H24：47,643学級⇒R4：76,720学級】

○新規学卒での採用選考受験者は横ばい（小）・減少（中高） 【新規学卒の受験者（小中高） H25：48,110人⇒R4：39,651】

教師人材の確保強化 令和６年度予算額 ５億円

（新規）

◎採用選考受験者や管理職等の伝手に止まらない、
新たな領域へ踏み出して教師のなり手を確保

◎大学における教員養成段階から地域の教育委員会と連携・協働
採用倍率に左右されず、「地域枠」を活用した質の高い教師を養成・確保

大学・民間企業等と連携した教師人材の確保強化推進事業地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の機能強化事業

・教員採用において大学推薦等による
特別選考の実施

・教職セミナー等の高大接続事業の展開

・大学入試において総合型選抜等を活用した
「地域教員希望枠」の適切な設定

・現場課題に即した育成プログラムの展開
・学校体験活動、現場体験の充実

大学入学前から教員採用に至るまでの
一貫した取組イメージ

大
学

教
育
委
員
会

○ 教師不足に対応するための連合体を教育委員会・大学・民間企業等で組織し、
地域社会全体に教師の仕事の価値ややりがいを発信し、新たな外部人事を掘
り起こすとともに、学校現場とのマッチング、入職支援等を実施する取組を推進。

臨時講師等
として配置※適性を判断非常勤スタッフ

等として活動

公立
学校

学校現場との
マッチング

入職希望者 入職前の事前研修の実施

外郭団体

講師登録希望者の
システム管理

人材募集ニーズ登録

教師人材の発掘

民間企業
（地元企業）等 大学等

PTA等

教育委員会

入職希望者の
システム登録

教職の魅力発信

○大学入学者選抜における「地域教員希望枠」を活用し、大学と教育委員会の連
携・協働のもと、大学入学前から在学中・教員採用までの一貫した取組を促進し、
地域や現場ニーズに対応した質の高い教師を継続的・安定的に養成・確保。

＜教師不足の現状と構造的要因＞

令和5年度補正予算額 ５億円

令和５年度補正予算額 ５億円

令和6年度予算額 ５億円

外部人材の入職ルートを創出、多様な教職員集団の実現大学・教育委員会が一体となって質の高い教師を養成・確保

・件数・単価：単独事業 【上限】2,200万円（定額補助） 【件数】15箇所
：複数大学連携事業 【上限】3,900万円 (定額補助) 【件数】 3箇所

・補助期間：令和６年～令和10年（最長５年）、事業３年目に中間評価を実施
・対象：教職課程を置く各国公私立大学

・件数・単価等
マッチングシステム構築補助 【事業規模】2,000万円 【件数】24箇所 【補助率】1/3
広報発信・研修実施等事業費補助 【事業規模】1,710万円 【件数】47箇所 【補助率】1/3
合同成果報告等実施経費補助 【事業規模】850万円 【件数】 3箇所 【補助率】定額

・対象：教師の任命権を持つ都道府県・指定都市教育委員会
人事協議会および公益財団法人などの外郭団体

文部科学省

教職課程を置く
各国公私立大学

教育委員会

補助 連携

※複数の大学が連携・参画し
申請することも可

（補助イメージ）

※定額の上限は２年目以降逓減



各自治体の取組事例（現職以外の教員免許保有者向け研修等①）
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【埼玉県】ペーパーティーチャーセミナー

・令和５年度は７回実施した。
・参加者２２６名うち臨時的任用教職員及び
非常勤希望登録者数１２２名。
５３名が令和６年度当初の任用につながった。

・令和６年２月３日には、特別支援学校及び
特別支援学級担当を希望する者に対して
セミナーを実施。

・令和６年度においては、文科省事業「大学・
民間企業等と連携した教師人材の確保強化
推進事業」等も活用し、教師の魅力発信及び
人材の掘り起こしに力を入れることで、
セミナーの参加者を拡大し、参加者を前年比
約100人増の300名とする予定。

3

【全自治体の取組状況】

【R５年度の実施】
・実施した 50
・実施していない 18

【R６年度の実施予定】
・実施する予定あり 58
・実施する予定なし 10

※参考
R5年５月時点での実施状況

・実施している 32
・実施していない 36

実施した：50

実施していない：18

R5

実施する予定がある：58

実施する予定はない：10

R6



各自治体の取組事例（現職以外の教員免許保有者向け研修等②）
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【大阪府】教員スタートアッププログラム

学校で勤務するにあたっての心構えや授業づくり、
子ども・保護者との関わり方など、教員として働く
ためのエッセンスを学ぶプログラムを実施。
R4（全２回）：69名の参加、19名の任用。
R5（全２回）：151名の参加。

【神戸市】教員スタートプログラム

学習指導や現在の教育課題に関する知
識・技能を習得したうえで、学校園で
勤務していただくプログラムを実施。
単なる講義だけではなく、学校園での
勤務に役立つような実践的な研修・
学校現場での研修を、５回にわたり実
施。
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【福岡県】教員志願者向けパネルディスカッション
～TFJとの連携～

認定NPO法人Teach For Japan
（TFJ）との共催で実施。
TFJの広報マネージャーを
モデレーターとして招聘し、社会人
経験者への期待や教職に就くために
必要なことをトークテーマに
オンライン開催。参加者40人のうち
約93%が「非常に満足した」
「満足した」と回答。
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【千葉県】民間企業と連携した広報

・教員採用プロモーション業務委託により、
民間企業事業者のアイデアを生かした様々なPRを実施。マイナビ2025やマイナビ転職への掲載
もしており、R6年４月22日時点で千葉県・千葉市公立学校教員採用情報サイトへの登録者数は、
約4,275人。

（１）PR 動画４本
（２）パンフレット（既卒者・大学生向け）
（３）リーフレット（高校生向け）
（４）ポスター２種類（高校生向け・大学生向け
（５）出前講座用スライド２種類

（高校生向け・大学生向け）
（６）ランディングページ
（７）タレントプールデータベース
（８）マイナビ2025・マイナビ転職掲載
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各自治体の取組事例（広報・PR関係①）
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【大阪府】テレビドラマとのコラボによる広報

4月1日（月）午後9時にて放送された、
カンテレ・フジテレビ開局65周年特別ドラマ
「GTO REVIVAL」と連携し、
令和7年度大阪府公立学校教員採用選考テストの
広報活動を行った。
・OsakaMetro主要14駅（※）、

249箇所へのデジタルサイネージ広告の掲載。
・大学等へのポスター、チラシの配布
・受験者説明会でも広報活動を実施。
・実施期間 令和6年３月25日（月）～31日（日）

※掲載駅：
新大阪、梅田、淀屋橋、
本町、なんば、天王寺、
なかもず、東梅田、
天満橋、谷町四丁目、
谷町九丁目、
肥後橋、北浜、日本橋
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各自治体の取組事例（広報・PR関係②）

実際の掲載の様子→
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【鹿児島県】かごしまの先生スタートプログラムにおける講座受講支援・PRイベント開催

鹿児島県教育委員会が主催となり，
（1）鹿児島大学が行う履修証明プログラム「学校教育キャッチアップ講座」
（2）各教育事務所等による研修会
（3）個別相談会
へ参加ができるプログラムを実施（いずれも無料）。

【大学講座受講支援】
上記(1)キャッチアップ講座受講支援は、鹿児島大学の講座の
受講料（６万円）を鹿児島県教委が全額負担で実施。
キャッチアップ講座受講支援のR5年度実績は、29人。
好評につきR6年度は35人まで募集人員を拡大して実施予定。

【イベント開催】
公共施設や大型商業施設でのイベント開催により、
教師の魅力発信・教員確保を実施。
令和５年７月22日（土）13:30～16:30
於 イオンモール鹿児島２階ブリッジ
対応等実績
（１）チラシ配布 約300人
（２）イベントエリア対応 約60人
（３） ポスター展示エリア対応 約50人
（４）相談ブース対応 10人
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各自治体の取組事例（広報・PR関係③）



【札幌市】教師夢プランⅠ・Ⅱ・Ⅲ等

将来、教員を志し教職課程を履修する大学生（１年生～
３年生）を対象に、教職の魅力を発信するセミナーや
初任者研修の見学等を実施。
参加者はR3～R5の各回の平均で約５０名程度。
また、高校生向けに「教師夢道場 debut」も実施
（参加人数実績50~100名）。
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各自治体の取組事例（学生等への支援）
【仙台市】教師を目指すことへの不安や悩みを解消する場 ※大学１～３年生を対象
教員を目指す大学１～３年生が、
今抱えている疑問や不安を現場の教員に直接質問し、
解決する場を用意。
参加者側が主体となって質問する形式。
R6は参加対象を高校生まで広げる。
参加教諭：校長、教頭、主幹教諭、教諭 （合計８名）
参加者数：17名

【相模原市】さがみはらの学校で学ぼう！DAY、さがみはら大冒険

【さがみはらの学校で学ぼう！DAY】
教員を目指す大学生に、ニーズに合わせた
学校参観等の機会をつくる
R4年度申込者27名、R5年度申込者59名
【さがみはら大冒険】
野外体験教室の周辺の自然や施設で、火起こしなど
児童生徒が実際に行う体験活動を経験。
R4年度申込者41名、R5年度申込者49名。



【長崎県】民間等と連携した「教職の魅力化作戦会議」、学校スタッフマッチングシステムの構築

【教職の魅力化作戦会議】
「学校の働きがい改革2023」の一環。
金融機関や報道、PTA、市町教育長会、
校長会など計12人の委員が発言し、
県教委の施策に反映させる。

【学校スタッフマッチングシステムの構築】
多様な人材を掘り起こすために、
スマホ等で簡単に登録できるシステムを構築中。

【北海道】北海道教育庁代替教職員応募・任用システムを活用した期限付教員の任用

このシステムに登録された応募者情報は、
各教育局や教職員課の任用担当者に共有されるほか
応募者は、「履歴書を複数枚作成する」
「履歴書を希望管内ごとに郵送する」等の
煩雑な手続が不要となる。
システムへの登録促進の取組は以下のとおり。
①ハローワーク・ホームページ等を活用した募集
②道内外の教員養成課程のある大学や校長会・
退職校長会などの関係団体に対する人材紹介依頼

③各市町村の公共施設における募集チラシの配布
④期限付教員希望者向け（ペーパーティーチャー等）説明会の実施
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各自治体の取組事例（マッチングシステム）



関連資料



令和３年度始業日時点2，558人（５月１日時点2，065人） ※小学校・中学校・高等学校・特別支援学校
令和４年度当初の状況：３年度に比べ「改善」６、「同程度」２２、「悪化」４０ ※各都道府県・指定都市教育委員会回答数
令和５年度当初の状況：４年度に比べ「改善」１１、「同程度」２８、「悪化」２９ ※各都道府県・指定都市教育委員会回答数

● 近年の大量退職に伴う大量採用により20-30代の教員が増加し、産休・育休取得教員が急
増。特別な支援を要する児童生徒の増加により、予め学級数の見込みを立てにくい特別支援学
級が増加。

※ 公立小中の産育休取得者 H24：15,067人 ⇒ R4：23,540人
※ 特別支援学級の数 H24：47,643学級 ⇒ R4：76,720学級（※小・中・義務教育学校）
※ 公立小中の臨時講師の数 H24：58,681人 ⇒ R4：68,159人（産休・育休代替教員、配偶者同行休業代替教員を含む。）

⇒ 臨時的任用教員（臨時講師）の需要が増加

● 臨時的任用教員は従来、教員採用選考に不合格となった者を多く任用していたが、採用枠の
拡大等に伴い、既卒受験者の正規教員としての採用が進み、臨時的任用教員のなり手が不足。

● 新規学卒での教員採用選考受験者は小学校で横ばい、中高で減少。
※ 新規学卒の受験者（小中高） H25：48,110人⇒R4：39,651

⇒ 臨時講師の供給不足

（出典：学校基本調査（産育休取得者、特支学級数）、文部科学省調べ（臨時講師数）、教員採用選考試験実施状況調査（新規学卒者数））
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教師不足の状況

構造的要因

教師不足の現状と構造的要因



「教師不足」に対する文部科学省の取組について

定義：臨時的任用教員等の確保ができず、実際に学校に配置されている教師の数が、各都道府県・指定都市等の教育委員会において学校に配置
することとしている教師の数（配当数）を満たしておらず欠員が生じること

要因：①産休・育休取得者数、特別支援学級数、病休者数の増加による臨時的任用教員の見込み以上の必要数の増加
②大量退職・大量採用に伴う採用倍率低下等による、講師名簿登載者の減少（臨時的任用職員のなり手の減少）

 休眠免許等保持者等の円滑な入職の促進
・教職員支援機構等において、教壇に立つにあたり必要となる基礎
的内容をまとめた研修コンテンツを提供
・各自治体において実施している休眠免許等保持者を対象とした講
習会の実施例の周知促進
・令和５年度補正予算において、全国の教育委員会が教師人材の確
保のための広報発信や入職前研修を実施する際の補助予算を計上

１．「教師不足」の定義・要因

２．短期的な対応策（教員免許保持者の入職促進）

３．長期的な対応策（免許取得者・教職志願者の増加）

 教員採用選考試験の改善等
・採用選考の早期化や複数回実施など、国・任命権者・大学関係者
等の関係者協議を設置し、令和５年５月３１日に今後の教員採用選
考試験の改善の方向性を提示
・各教育委員会における特別な採用選考の拡充（採用選考合格後、
最大２年間免許取得を猶予する選考等）
・教育実習時期の見直しを含む教職課程の弾力化（早期からの学校
現場での体験等）
・特別免許状の活用等による、優れた知識経験等を有する多様な人
材（理系人材、IT人材、アスリート、アーティスト等）の確保

 教師のメンタルヘルス対策
・令和５年度予算において、各教育委員会が専門家等と協力しなが
ら、病気休職の原因分析や復職支援を含むメンタルヘルス対策等に
関するモデル事業を実施中であり、令和６年度予算案においても同
事業を計上

 産休・育休代替教師の安定的確保のための加配定数による支援
・年度の初期頃に産休・育休を取得することが見込まれる教師の代
替者について、年度当初から任用する自治体の取組を支援

 教師を取り巻く環境整備
・骨太方針2023等を踏まえ、学校における働き方改革の更なる加速
化、処遇改善、学校の指導・運営体制の充実、教師の育成支援を一
体的に推進。令和６年度予算案においては、小学校高学年教科担任
制の強化のための定数改善や、全ての小・中学校への教員業務支援
員の配置をはじめとする支援スタッフの充実等に必要な経費を計上

 各教育委員会における正規教員の比率向上
・各教育委員会における計画的な正規教員および教員採用計画の中
で、全国の状況を参照しつつ、目標とする正規教員の割合等を設定
し採用することを文部科学省から促進

 教職に関する情報発信
・令和４年１２月の中央教育審議会答申も踏まえ、教職に関する情
報を、高校生や大学生、社会人等へ広く発信し、教職への理解を深
めるとともに、教職志望者の増加を図るため、教育人材に係る全国
各地の情報を一覧できる機能を備えた「教育人材総合支援ポータル
サイト」を文部科学省HPに開設し、広く関係者へ活用を促進 12



「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について
（令和５年５月22日中央教育審議会諮問）【概要】

②教師の処遇改善の在り方について
• 教師の職務と勤務態様の特殊性を踏まえて、
勤務時間の内外を問わず教師の職務を包括的
に評価し、一律給料月額の４％を支給するこ
ととしている教職調整額及び超勤４項目の在
り方

• 教育が教師の自発性、創造性に基づく勤務に
期待する面が大きいなど職務の特殊性に対す
る考え方

• 現在の学校現場の状況や県費負担教職員制度
等を踏まえた時間外勤務手当の支給に対する
考え方

• 教師の意欲や能力の向上に資する給与制度や
教師の職務等に応じた給与のメリハリの在り
方 等

①更なる学校における働き方改革の在り方に
ついて

 「学校・教師が担う業務に係る３分類」につ
いて、更なる役割分担・適正化を推進する観
点からの学校・教師が担う業務の在り方

• 「上限指針」の実効性を高めることができる
仕組みの在り方

• 各教育委員会における学校の働き方改革の取
組状況等を「見える化」するための枠組みの
在り方

• 健康及び福祉の確保の観点からの、長時間の
時間外勤務を抑制するための仕組みの在り方
等

③学校の指導・運営体制の充実の在り方につ
いて

• 義務教育９年間を見通すことにも留意した、
より柔軟な学級編制や教職員配置の在り方

• 子供や学校、地域の実態に応じた柔軟な教育
活動の実施の在り方

• 35人学級等についての小学校における多面的
な効果検証等を踏まえた、中学校を含めた、
学校の望ましい教育環境や指導体制の構築の
在り方

• 教育の質の向上と教師の負担軽減のための小
学校高学年における教科担任制の在り方

• 教員業務支援員等の支援スタッフの配置の在
り方 等

具体的な検討事項

＜令和4年度教員勤務実態調査速報値＞
平成28年度実施の前回調査との比較では、教師の時間外勤務の状況は一定程度改善。一方、依然として長時間勤務の教師が多い実態も明らかに。

学校を取り巻く環境の変化
〇社会の在り方が劇的に変わる「Society5.0の時代」、先行き不透明・予測困難な「VUCA」の時代の到来
〇2050年には、生産年齢人口が現在の約3/4に減少、過去10年間で公立小中学校の児童生徒数が約1割減少
○特別支援教育の対象となる児童生徒や外国人児童生徒・不登校児童生徒の増加、児童虐待、ヤングケアラー、貧困など、子供の抱える困難の多様化・複雑化
〇GIGAスクール構想による１人１台端末環境の実現、教育DXの推進によるデジタル技術とデータを活用した知見の共有と新たな教育価値の創出の必要性

「令和の日本型学校教育」の実装を直接担う教師を取り巻く環境

全国的に教師不足が指摘されている憂慮すべき状況。
我が国の学校教育の中核であり、その成否を左右する教師に質の高い人材を確保することが必須であり、抜本的に教職の魅力を向上させることが喫緊の課題

一体的・総合的な推進が不可欠

学校や教師を取り巻く環境

・教師に係る勤務制度を含めた一層実効性ある働き方改革の推進
・教師の給与に関する枠組みの見直しを含む処遇の改善
・学校の指導・運営体制の充実

13



 臨時的任用教員等の確保ができず、実際に学校に配置されている教師の数が、各都道府県・指定都市等の教育委員会において学校に配置することとし
ている教師の数（配当数）を満たしておらず欠員が生じる「教師不足」について、各都道府県・政令市教育委員会等（計68）を対象に令和３年度５
月１日時点等での状況を調査。

 令和３年度の小・中学校の「教師不足」人数（不足率）は５月１日時点では1,701人（0.28%）。なお、「公立義務教育諸学校の学級編制及び
教職員定数の標準に関する法律（義務標準法）」に基づき算定される小・中学校の定数に対する充足率は、全国平均で101.8%。

 高等学校については、５月１日時点で159人（0.10%）。特別支援学校については205人（0.26%）。

（注１）「学校に配置されている教師の数」は、正規教員・臨時的任用教員・非常勤講師・再任用教員の人数（養護教諭・栄養教諭等を除く）。
（注２）「学校に配当されている定数」は、義務標準法等に基づき算定される教職員定数ではなく、各都道府県・指定都市等の教育委員会において学校に配置することとしている教

師の数。なお、都道府県・指定都市等の教育委員会独自で置く定数を含むが、域内の市（指定都市を除く。）町村教育委員会等独自で置く定数は含まない。
（注３）一部の自治体では当初配置を予定していた教員定数を上回って教師を配置しており、この場合は不足数を「0」として計算。そのため、上記において、(B-A)と「不足(C)」が一

致しない。

「教師不足」に関する実態調査（令和３年度実施）
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学校種 学校に配置されている教師の数
(A)

学校に配当されている定数
(B)

不足
(C)

不足率
(C/B)

全体の学校数
(D)

教師不足が生じてい
る学校数(E)

割合
(E/D)

小学校 379,598 380,198 979 0.26% 18,991 794 4.2%
中学校 218,504 219,123 722 0.33% 9,324 556 6.0%
小・中学校合計 598,102 599,321 1,701 0.28% 28,315 1,350 4.8%

高等学校 159,688 159,837 159 0.10% 3,502 121 3.5%
特別支援学校 78,474 78,632 205 0.26% 1,086 120 11.0%
合計 836,264 837,790 2,065 0.25% 32,903 1,591 4.8%

（表１） 令和３年度５月１日時点での各学校種における「教師不足」

学校種 学校に配置されている教師の数
(A)

学校に配当されている定数
(B)

不足
(C)

不足率
(C/B)

全体の学校数
(D)

教師不足が生じてい
る学校数(E)

割合
(E/D)

小学校 378,481 379,345 1,218 0.32% 18,991 937 4.9%
中学校 217,856 218,641 868 0.40% 9,324 649 7.0%
小・中学校合計 596,337 597,986 2,086 0.35% 28,315 1,586 5.6%

高等学校 159,368 159,576 217 0.14% 3,502 169 4.8%
特別支援学校 78,309 78,517 255 0.32% 1,086 142 13.1%
合計 834,014 836,079 2,558 0.31% 32,903 1,897 5.8%

（参考） 令和３年度始業日時点での各学校種における「教師不足」



 教師の年齢構成の偏りにより若手層が増加していることを背景に、産休・育休代替教員数は増加している。

いわゆる「教師不足」についてー見込み以上の必要教師数の増加①
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いわゆる「教師不足」についてー見込み以上の必要教師数の増加②

 特別支援学級や通級による指導を受けている児童生徒数、日本語指導が必要な児童生徒数等は増加している。
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（注）公立のみ。義務教育学校前期課程は小学校、義務教育学校後期課程は中学校に含む。
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 精神疾患による病気休職者数の教員の総数に占める割合（令和４年度）は、小学校で0.71％、中学校で0.68％となっている。
 定年退職者数の増加に伴い、退職者数は高い水準で推移している。

いわゆる「教師不足」についてー見込み以上の必要教師数の増加③
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教員の総数に占める割合（右軸） 教員の総数に占める割合（右軸）（人）

（出所）文部科学省調べ
（注）定年退職には定年前早期退職を含む。各年度末の教員の総数は各年度の教員数。



いわゆる「教師不足」についてーその他の関連指標
 教師の年齢構成は、30歳未満・30代の比率が高く、40代の比率が低くなっている。
 定年退職者数の増加などに伴い、再任用者数は増加している。
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（人）

（出所）文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査」
（注１）事務職員等も含む。
（注２）令和２年度は調査未実施
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（出所）文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査」
（注１）事務職員等も含む。中学校には義務教育学校を含む。
（注２）令和２年度は調査未実施
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公立学校年齢別教員数（令和５年度）

（出典）文部科学省調べ
（注１）令和５年5月1日現在で在職する正規教員の数（校長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，助教諭，講師（非常勤講師を除く。））
（注２）年齢は、令和５年度末時点

合計 平均年齢
【小学校】 334,365人 40.9歳
【中学校】 197,669人 41.2歳

合計 平均年齢
【高校】 129,619人 44.3歳
【合計】 661,653人 41.7歳
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50歳以上
20.2万人
（30.5%）

20～29歳
11.5万人
（17.3%）

30～39歳
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15.3万人
（23.2%）

36 
175 

7,642 
8,847 

9,591 
9,686 
10,007 
9,937 
10,241 
10,163 
10,137 
10,188 

9,770 
10,078 
10,074 
9,935 

9,161 
9,068 

8,816 
8,837 

8,443 
8,064 

7,888 
7,739 
7,727 

7,073 
6,474 
6,723 

7,069 
7,243 

7,657 
7,802 
7,739 
8,057 

8,903 
9,835 

9,031 
9,442 
9,780 

9,281 
6 

15 
60 

3,417 
4,148 

4,917 
5,156 

5,363 
5,349 

6,120 
6,122 
6,269 
6,331 

6,423 
6,400 

6,766 
6,313 

5,837 
5,623 

5,389 
5,193 

4,891 
4,694 

4,519 
4,270 
4,385 

4,148 
3,998 

4,128 
4,531 

4,777 
4,905 
4,713 

4,663 
4,689 

4,976 
5,214 

4,868 
5,345 

6,355 
6,388 

1 

1 
14 

1,062 
1,379 

1,718 
1,992 

2,308 
2,570 

3,032 
3,080 

3,193 
3,320 

3,312 
3,536 

3,545 
3,590 

3,204 
2,986 

3,032 
3,011 

2,950 
2,844 

3,067 
3,043 

3,276 
3,287 

3,480 
3,673 

3,890 
4,070 

4,286 
4,246 

3,990 
3,684 

4,050 
4,402 

4,246 
5,261 

6,058 
5,921 

10 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

21歳(49年度退職)

23歳(47年度退職)

25歳(45年度退職)

27歳(43年度退職)

29歳(41年度退職)

31歳(39年度退職)

33歳(37年度退職)

35歳(35年度退職)

37歳(33年度退職)

39歳(31年度退職)

41歳(29年度退職)

43歳(27年度退職)

45歳(25年度退職)

47歳(23年度退職)

49歳(21年度退職)

51歳(19年度退職)

53歳(17年度退職)

55歳(15年度退職)

57歳(12年度退職)

59歳(8年度退職)

61歳以上

小学校 中学校 高等学校


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20

